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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動がみられます

が、アベノミクスの諸施策により基調的には緩やかな回復を続けています。

 情報通信分野においては、当社グループの主要な取引先である西日本電信電話株式会社(ＮＴＴ西日本)におか

れましては次世代ネットワーク・サービスである「フレッツ光ネクスト」の提供エリアを拡大されつつあり、平

成26年3月末での全国の光ファイバー通信サービスの契約数は前年同期比149万増の2,535万となっています。同じ

時期での全国のブロードバンドサービスの契約数は8,972万となり、ブロードサービス全体に対する光ファイバー

のシェアは、3.9世代移動通信システム(ＬＴＥ)が急激に伸びている影響で前年同期39％から28％に低減していま

すが、固定系通信では依然として主流のサービスとなっています。今後、光ファイバーサービスと移動通信シス

テムとはWi-Fi機能による協業サービスの進展が期待されます。

 このような状況の中で、当第１四半期における当社グループの受注高は、ＮＴＴ関連工事ではフレッツ光ネク

ストの開通工事が小規模化し、電線地中化工事やソフトウェア開発案件が減ったことにより減少しましたが、公

共・民間分野ではＣＡＴＶ工事や電線共同溝、システム開発の受注があり、さらには子会社での受注増もあり、

33億9千3百万円（前年同期比1.7％増）となっております。

 売上高は、ＮＴＴ関連工事では小規模化により減少し、公共・民間分野では大型工事がなく、さらには子会社

での工事減もあり、32億3百万円（前年同期比7.1％減）となっております。

 利益面につきましては、当社グループとして生産性の向上とコスト改善施策を実施しましたが、営業損益は6千

9百万円の損失（前年同期3千9百万円の利益）、経常損益は5千4百万円の損失（前年同期5千6百万円の利益）とな

り、四半期純損益は3千5百万円の損失（前年同期3千2百万円の利益）となっております。

        （単位:百万円） 
 

項 目 当第１四半期 前 年 同 期 増 減 額 増 減 率

受 注 高 3,393 3,337 56 1.7％

売 上 高 3,203 3,449 △245 △7.1％

営 業 利 益
又は損失(△)

△69 39 △108 －％

経 常 利 益
又は損失(△)

△54 56 △110 －％

四半期純利益
又は損失(△)

△35 32 △68 －％

 

（２）財政状態に関する説明

資産、負債、純資産の状況

 当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ8億4千1百万円（8.3％）減少の93億3千9

百万円となりました。主な要因は、現金預金3億円の増加と受取手形・完成工事未収入金11億8千4百万円の減少

であります。

 負債の部は、前連結会計年度末に比べ7億4千万円（16.0％）減少の38億7千4百万円となりました。主な要因

は、工事未払金5億円、未払法人税等1億2千8百万円及び賞与引当金1億2千6百万円の減少であります。

 純資産の部は、前連結会計年度末に比べ1億1百万円（1.8％）減少の54億6千4百万円となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 平成27年3月期の連結業績予想につきましては、平成26年5月14日に発表いたしました業績予想から変更はあり

ません。
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以

下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げ

られた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を

割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定する方法

から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ

変更しております。

 なお、この変更に伴う期首の利益剰余金並びに損益に与える影響はありません。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金預金 1,969,763 2,269,909 

受取手形・完成工事未収入金 3,848,743 2,664,415 

有価証券 556,211 556,282 

未成工事支出金 48,141 78,164 

材料貯蔵品 38,256 45,271 

繰延税金資産 122,060 174,969 

その他 151,878 127,927 

貸倒引当金 △5,491 △3,885 

流動資産合計 6,729,564 5,913,054 

固定資産    

有形固定資産    

建物・構築物（純額） 599,207 589,885 

土地 1,110,171 1,110,171 

その他（純額） 404,468 415,856 

有形固定資産合計 2,113,848 2,115,913 

無形固定資産 12,766 12,891 

投資その他の資産    

投資有価証券 559,199 567,174 

長期貸付金 803 592 

繰延税金資産 728,843 692,691 

その他 35,927 38,996 

貸倒引当金 － △2,151 

投資その他の資産合計 1,324,773 1,297,302 

固定資産合計 3,451,387 3,426,107 

資産合計 10,180,951 9,339,162 

負債の部    

流動負債    

工事未払金 1,413,349 912,451 

短期借入金 16,640 5,712 

未払法人税等 137,862 8,947 

賞与引当金 229,062 102,233 

完成工事補償引当金 10,353 10,226 

工事損失引当金 1,140 1,140 

その他 597,512 723,991 

流動負債合計 2,405,919 1,764,702 

固定負債    

長期借入金 25,482 25,482 

役員退職慰労引当金 161,416 140,644 

退職給付に係る負債 1,895,253 1,822,792 

負ののれん 17,035 16,398 

長期未払金 100,981 96,126 

その他 8,682 8,351 

固定負債合計 2,208,851 2,109,795 

負債合計 4,614,770 3,874,497 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 611,000 611,000 

資本剰余金 329,364 329,364 

利益剰余金 4,807,381 4,694,589 

自己株式 △89,973 △89,973 

株主資本合計 5,657,772 5,544,981 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 44,081 49,345 

退職給付に係る調整累計額 △135,673 △129,662 

その他の包括利益累計額合計 △91,591 △80,316 

純資産合計 5,566,181 5,464,664 

負債純資産合計 10,180,951 9,339,162 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

完成工事高 3,449,119 3,203,979 

完成工事原価 3,055,665 2,909,192 

完成工事総利益 393,453 294,786 

販売費及び一般管理費 354,047 363,972 

営業利益又は営業損失（△） 39,405 △69,186 

営業外収益    

受取利息 318 333 

受取配当金 6,812 7,935 

受取地代家賃 496 648 

持分法による投資利益 2,608 1,186 

その他 6,679 4,918 

営業外収益合計 16,915 15,021 

営業外費用    

支払利息 218 129 

手形売却損 35 42 

その他 － 1 

営業外費用合計 254 173 

経常利益又は経常損失（△） 56,067 △54,338 

特別利益    

固定資産売却益 － 812 

特別利益合計 － 812 

特別損失    

固定資産除却損 100 209 

投資有価証券売却損 2,099 － 

特別損失合計 2,199 209 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
53,867 △53,735 

法人税、住民税及び事業税 13,297 5,139 

法人税等調整額 19,006 △22,937 

法人税等合計 32,304 △17,797 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
21,563 △35,937 

少数株主損失（△） △10,661 － 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 32,224 △35,937 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第１四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
21,563 △35,937 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 7,505 5,264 

退職給付に係る調整額 － 6,010 

その他の包括利益合計 7,505 11,274 

四半期包括利益 29,068 △24,662 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 39,729 △24,662 

少数株主に係る四半期包括利益 △10,661 － 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 該当事項はありません。
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